
５．産業界に関する状況
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○我が国の企業研究者に占める博士号取得者の割合は、微増傾向にある。

図25 我が国企業研究者に占める博士号取得者の割合

出典：総務省統計局「科学技術研究調査」を基に文部科学省作成
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図３－３３／企業研究者に占める博士号取得者の割合（各国比較）

出典：（日本）総務省統計局「平成28年科学技術研究調査」
（米国）”NSF, SESTAT”
（その他の国）”OECD Science, Technology, and R&D Statistics”

以上のデータを基に文部科学省作成

○我が国は、企業研究者に占める博士号取得者の割合が各国と比較して低い。

図26 企業研究者に占める博士号取得者の割合（各国比較）

○民間企業が博士課程修了者を採用しない理由としては、「企業内外（大学院含む）での教育・訓練によって社会
の研究者の能力を高める方が効果的だから」、「特定分野の専門的知識を持つが、企業ではすぐには活用できない
から」という回答が多い。

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2012」(平成25年９月)を基に文部科学省作成

図27 民間企業が博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由

N=650社

※博士課程修了者を研究開発者として採用しない理由として、「採用する必要がない」、「採用する必要はあるが、 募集（採用活動）を行わなかった」、
「応募があったが、不採用とした」と回答した企業を対象として調査。なお、研究開発者を採用していない企業も調査対象に含む。

- 44-



52.9%

58.4%
53.7%

56.1%

78.3% 77.6% 76.6% 78.3%

20.1%
23.1%

20.6% 21.4%

2.5%
6.0%

2.8% 3.6%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

2011 2012 2013 2014

学士号取得者

修士号取得者

博士課程修了者
（ポスドク等経験なし）

ポスドク等経験者

図28 研究開発者を採用した民間企業における学位別採用状況

※ 博士課程修了者及びポスドク等経験者は、博士課程満期退学者を含んでいる。

※ 資本金１億円以上で、かつ、社内で研究開発を行っている民間企業を調査対象としており、各年次のデータは、同一
企業を対象として調査した結果ではない。

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告」を基に文部科学省作成

○平成23～26年度に研究開発者を採用した民間企業のうち、博士課程修了者（ポストドクター等の経験なし）を採
用した民間企業の割合は、２割程度で推移している。

（年度）

研究開発者を採用した
企業割合：41.8%

研究開発者を採用した
企業割合：41.2%

研究開発者を採用した
企業割合：41.5%

研究開発者を採用した
企業割合：46.0%

N=448社 N=423社 N=471社N=416社

出典：科学技術・学術政策研究所「民間企業における博士の採用と活用」（2014年12月）

学生の採用後の印象

図29 取得学位別学生の採用後の企業の評価

○企業の博士号取得者に対する採用後の印象は、総じて学士号・修士号取得者より上回っており、「期待を上
回る」「ほぼ期待通り」と回答した企業の割合は約８割。

※文部科学省 「平成19年度民間企業の研究活動に関する調査報告」より科学技術・学術政策研究所が作成。924社より回答のあった結果をとりまとめ
たもの。
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６．セクター間の流動性に関する状況

（単位：人）

大学等

252,329

非営利団体
・公的機関

44,460
企業

540,895

8,555
(3.4%)

1,472
(0.6%)

7,576
(0.8%)

15,655
(2.9%)

2,140
(4.8%)

79
(0.0%)

798
(1.8%)

714
(0.1%)

553
(1.2%)

<平成27年度>

※異動割合とは、各セクターへの転入者数を転入先のセクターの研究者総数で割ったものを指す。
※大学等の研究者からは博士課程学生を除いた。

出典：総務省「科学技術研究調査報告」を基に文部科学省作成

○研究者のセクター間・セクター内の異動率は、ともに低く、特に、大学等や、公的機関等から企業への異動者の割
合が少ない。

図30 研究者のセクター間における異動割合
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出典：「学校教員統計調査」（平成22年度）を基に文部科学省作成

※ 採用については新規採用
※ 離職については定年・死亡を除く

図31 大学本務教員の異動状況

○大学本務教員の離職者（定年・死亡を除く）の割合については、25～30歳未満の約15%をピークに年齢が上
がるにつれて減少。若手教員の流動性は高いが、シニア教員の流動性は低い。
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図32 我が国の研究の多様性～サイエンスマップ2012における日英独の参加領域数の比較（コアペーパーで判断）～

出典：「学術研究の総合的な推進方策について（最終報告）」（平成２７年１月２７日科学技術・学術審議会学術分科会）

６割
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７．政府関連政策・施策

図33 第５期科学技術基本計画の実施状況（「科学技術イノベーション人材」関連）
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ⅲ） 大学院教育改革の推進
○大学と産業界等との協働による大学院教育改革を推進

高い能力を持つ学生等が博士人材となることを躊躇するようになってきている
・生活費相当額程度を受給できる博士課程（後期）在籍者の割合[２割程度] （ １０．２％ [H24] ）

ⅳ） 次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成
○次代を担う優れた素質を持つ児童生徒及び学生の才能を伸ばす取組の推進

次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成を図り、その能力・才能の伸長を促すとともに、理数好きの児童生徒の
拡大を図ることが重要

ⅰ） 女性の活躍促進
○女性リーダーの育成・登用等を通じた女性の活躍促進、女性研究者の新規採用割合増加、次代を担う女性の拡大

多様な視点や優れた発想を取り入れていくために、女性の活躍促進が不可欠
我が国の研究者全体に占める女性割合は、増加傾向にあるものの、主要国と比較すると低い水準

・女性研究者の採用割合
［自然科学系全体で30％、理学系20％、工学系15％、農学系30％、医学・歯学・薬学系合わせて30％］
（ 自然科学系全体で29.6％、理学系16.3％、工学系12.1％、農学系24.3％、保健系（医学・歯学・薬学系合を含む）35.6％ ［H26］ ）

ⅲ） 分野、組織、セクター等の壁を越えた流動化の促進
○分野・組織・セクター等の壁を越えた人材の流動化の促進

分野や組織、セクター等を越えた人材の流動性が高まっていない
年俸制やクロスアポイントメント制度といった新たな給与制度・雇用制度の積極的導入が求められる

ⅱ） 国際的な研究ネットワーク構築の強化
○海外に出る研究者等への支援強化と外国人の受入れ・定着強化など国際研究ネットワーク構築を強化

我が国の研究者等の内向き志向を打破し、海外での活躍を積極的に促すことが不可欠
優れた外国人研究者を受入れ、活躍を促進していくことが重要

目標

卓越研究員事業

テニュアトラック普及・定着事業

科学技術人材育成のコンソーシアム構築事業

国立大学機能強化促進事業

国立大学改革強化推進事業

博士課程教育リーディングプログラム

リサーチ・アドミニストレーターを育成・確保するシステムの整備

グローバルアントレプレナー育成促進事業（EDGEプログラム）

プログラムマネージャー（PM）の育成・活躍促進プログラム

特別研究員事業

大学等奨学金事業

サイエンス・インカレ

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）支援事業

グローバルサイエンスキャンパス

科学技術コンテストの推進

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ

海外特別研究員事業

頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進事業

外国人特別研究員事業

①知的プロフェッショナルとしての人材の育成・確保と活躍促進

②人材の多様性確保と流動化の促進

計画 関連事業（主なもの）

ⅰ） 若手研究者の育成・活躍促進
○若手研究者のキャリアパスの明確化とキャリアの段階に応じ能力・意欲を発揮できる環境の整備

大学等における若手研究者のキャリアパスが不透明で雇用が不安定
若手研究者が自立的に研究を行う環境も十分に整備されていない

・40歳未満の大学本務教員の数[１割増] （ ４３，７６３人 ［H25］ ）
・大学本務教員に占める40歳未満の教員の割合[３割以上] （ ２４．７％ ［H25］ ）

ⅱ） 科学技術イノベーションを担う多様な人材の育成・活躍促進
○科学技術イノベーションを担う多様な人材を育成・確保しキャリアパスを確立

リサーチ・アドミニストレーター、技術支援者、大学経営人材、技術経営や知的財産に関して高度な専門性を有する人材
等が、各人の持つ高度な専門性を生かしつつ、適材適所で能力を発揮できる環境を創り出すことが不可欠

○企業・大学・公的研究機関における推進体制の強化
○人材の移動の促進、人材・知・資金が結集する「場」の形成

人材が、セクターや組織、分野を超えて交流し、社会として適材適所の配置による人材の好循環を誘導することが必要
産学官の人材、知、資金を終結させ、競争を誘発する「場」の形成が重要

・国内セクター間の研究者移動数[２割増] （ １０，８７３人 ［H26］ ）
・大学から企業や公的研究機関への移動数[２倍] （ ７０６人 ［H26］ ）

第５章 イノベーション創出に向けた人材、知、資金の好循環システムの構築

第４章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム

国立研究開発法人を中核としたイノベーションハブの形成

※本資料は、第５期基本計画における科学技術イノベーション人材関連の記載と、それに対応する関連事業のうち、主なものを記したもの
※ ：第５期科学技術基本計画における主な課題を抽出したもの

センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム

女子中高生の理系進路選択支援プログラム
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図34 未来を牽引する大学院教育改革～社会と協働した「知のプロフェッショナル」の育成～（審議まとめ）概要
平成27年９月15日
中央教育審議会大学分科会

大学院改革の進展 大学院を巡る国内外の情勢大学院重点化20年後の課題
・平成３年～１２年の「大学院重点化」により、

大学院が量的に拡大
（平成３年から２６年にかけて
大学院数が1.9倍、大学院生数が2.5倍）

・平成１７年以降、大学院教育の実質化が進展
「博士課程教育リーディングプログラム」等

により先進的な取組が展開

・優秀な日本人の若者の博士離れが進行
・教員の負担増加
・学生数が極端に少ない小規模専攻数の

増加

高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え行動し、新たな知及びそれに基づく価値を創造し、グローバルに活躍し未来を牽引する

「知のプロフェッショナル」 育成のための大学院改革を推進

・若手人口の大幅な減少
（平成34年の25歳～44歳人口：
平成24年に比べ20％減少見込み）

・我が国の経済的優位性や競争力の低下，新たな基幹産
業創出への期待

・諸外国：高度人材（自国・留学生）の増加と活躍
（例：シリコンバレーでは、大学院生の起業が社会変革の一翼）
・地球規模の課題の深刻化

七つの基本的方向性と「卓越大学院」の形成七つの基本的方向性と「卓越大学院」の形成

企業と協働した教育課程の開発・実施
企業研究者と大学教員の人事交流の推進
（知財ルールの整備、クロスアポイントメント制度の活用）

大学院生の産学共同研究への参画、修士卒の優秀な
社会人の博士号取得促進
社会人向けの職業実践力を育成するプログラムの認
定制度の創設と奨励

②産学官民の連携と社会人学び直しの促進

制度全般を検証の上、１年以内に見直し
て、人材養成機能を抜本的に強化
（国際的に通用するアクレディテーション機関からの評価の受審を促進等）

法科大学院の組織見直しの促進や、教育の質の
向上等の集中改革

③専門職大学院の質の向上

「卓越大学院（仮称）」を形成

学位授与・教育課程編成・入学者受入れの方針の一体
的な策定・公表の促進

研究科や専攻の枠を超えた幅広いコースワークから
研究指導につながる教育課程の編成の促進
厳格な成績評価と修了認定による学生の質保証

研究倫理教育の実施、博士論文の指導・審査体制の改
善
将来の大学教員の教育能力を養成するシステムの構築

体系的・組織的な大学院教育の推進と
学生の質の保証

国際的アドミッション体制の整備
学生・教職員の国際交流の推進

惹き付けるための環境整備
⑤世界から優秀な高度人材を
惹き付けるための環境整備

「審議まとめ」の方針を計画的に実行するため

「第３次大学院教育振興施策要綱（文部科学大臣決定）」（平成２８年度～）の策定へ

キャリアパス多様化のための全学的支援と産
業界の理解の促進

（大学の専門的職員へのキャリアパスの充実）

修了者の活躍状況の把握・公表の促進
（認証評価制度にて進路状況を評価）

進路の可視化の推進
④大学院修了者のキャリアパスの確保と

進路の可視化の推進

社会的・学術的需要を踏まえた学生数の見直
し
小規模専攻の見直し

規模の確保と機能別分化の推進
⑥教育の質を向上するための
規模の確保と機能別分化の推進

「２割の学生への生活費相当額程度の受給」
達成に向けた多様な財源による支援の拡大
（企業・国立研究開発法人におけるＲＡ（リサーチアシ

スタント）雇用の促進）

⑦博士課程（後期）学生の処遇の改善

ＲＵ１１（※）における
修士から博士への進学率が低下

（10年で約７％減少）

※ＲＵ１１：北海道大、東北大、筑波大、東京大、東京工業大、
名古屋大、京都大、大阪大、九州大、慶應義塾大、
早稲田大

世界最高水準の教育力と研究力を備え
人材交流・共同研究のハブとなる

①体系的・組織的な大学院教育の推進と
学生の質の保証

【期待される領域例】
・国際的優位性・卓越性を示している領域
・文理融合・学際・新領域
・新産業の創出に資する領域
・世界の学術の多様性確保へ貢献が期待される領域

【検討スケジュール】
・27年度中目途：産学官からなる検討会を設置

（分野の設定や複数機関が連携する仕組みについて示す）

・28年度～：大学における企業との連携による構想
作りなど、具体化に向けた取組を開始

図35 第３次大学院教育振興施策要綱（平成２８年３月 文部科学大臣決定） 概要
趣旨

「未来を牽引する大学院教育改革（審議まとめ）」（平成27年９月中央教育審議会大学分科会決定）を踏まえ、大学院教育改革は各大学院が
自主的・自律的に取り組む事柄であるということを基本に据えつつ、文部科学省として平成２８年度以降に取り組む施策を明示。

Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度

世界最高水準の教育力と研究力を備えた卓越大学院（仮称）の形成支援

産学官民の連携と社会人学び直しの促進

大学院修了者のキャリアパスの確保と可視化の推進

世界から優秀な高度人材を惹き付けるための環境整備

博士課程（後期）学生の処遇の改善

教育の質を向上させるための規模の確保と機能別分化の推進

各大学における自主的な組織改編等の取組促進

中教審の報告（平成２８年８月末まで）を踏まえた必要な措置の検討

専門職大学院における高度専門職業人養成機能の充実

：「博士課程教育リーディングプログラム」を通じた支援

・「職業実践力育成プログラム（ＢＰ）」の認定

・「博士人材データベース」の充実

・日本人大学院生等の海外留学の促進・優秀な外国人留学生の戦略的受入れの推進

・大学等奨学金事業の充実

・産業界との連携によるカリキュラムの開発・実施、中長期的なインターンシップの実施等への支援

・優秀な学生に対する生活費相当額の奨励金の支給

・広く産学官にわたりグローバルに活躍する博士人材の育成支援

体系的・組織的な大学院教育の推進と学生の質の保証

中教審が示す改革の方向性と文部科学省としての具体的な取組方策

・研究倫理教育の実施状況や博士論文の指導・審査体制の把握・情報提供
・専門分野の枠を超えた博士課程前期・後期一貫の学位プログラムの形成支援

・特別研究員事業（ＤＣ）、ＴＡ・ＲＡとしても活用可能な競争的な経費の充実

・各大学が実施する授業料減免に必要な経費の支援

maehashi-yuya
テキスト ボックス
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教員・研究主宰者(PI)等の意識改革

センター機能構築

好事例掲載

情報提供

補助

ポストドクターを対象に、企業等における長期
インターンシップの機会の提供等を行う大学等
を支援

②イノベーション創出若手研究人材養成

➂ポストドクター・キャリア開発事業

大学・企業・学協会等がネットワークを形成し、キャリアパス多様化に係る組織的な取組と環境整
備を支援

①科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業

若手研究人材を、専門能力だけでなく、産業界などの実社会のニーズを踏まえた発想や国際的
な幅広い視野などを身に付けた人材として養成するシステムを構築支援

（Ｈ18年度～H21年度 新規採択はH19年度まで）

（Ｈ20年度～H26年度 新規採択はH22年度まで）

（Ｈ23年度～H28年度 新規採択はH24年度まで）

具体的施策

※科学技術振興調整費のプログラムの一つとして実施

※H23年度は、「ポストドクター・インターンシップ推進事業」

産業界

図36 これまでの博士人材のキャリアパス多様化に関する施策の変遷

【事業支援(*)によりインターンシップを経験した者のうち就職した者の実績 （H20年度～H26年度 累計）】

→企業就職者割合 ポストドクター：約６１％ （765名中466名）

国内外
民間機関

大学、独法、
研究機関

その他
公的機関

ポスドク
／進学

計

博士課程学生 261 103 27 88 479

ポストドクター 466 164 43 92 765

計 727 267 70 180 1244

○ 事業支援により、インターンシップ経験者の多くは民間企業等へ就職。

出典 文部科学省調べ

施策の成果

図37 これまでの博士人材のキャリアパス多様化に関する施策の成果

参考：2012年11月に在籍していたポストドクター等の中で、2013年４月１日まで
に職種を変更し、民間企業に所属した者：11％（図23）

(*)「イノベーション創出若手研究人材養成」、「ポストドクター・キャリア開発事業」の支援機関

（単位：人）
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【目的】若手研究者が広く産業分野で活躍できる環境整備とシステム構築による若
手研究者の流動化促進を目的とする。

早稲田大学（科学技術関係人材のキャリアパス多様化促進事業）

【取組】・キャリアアドバイザー／コーディネーターによる個別ヒアリング
・個人の主体性を尊重したきめの細かいキャリア支援策を実施
・研究指導者研修によりポスドクのキャリアパス多様化に資する学内環境整備
・現場対応の実践プログラムを展開し、若手研究者と産業界とのマッチングを推進

図38 これまでの博士人材のキャリアパス多様化に関する施策の主な取組事例
東京農工大学（イノベーション創出若手研究人材養成）

事後評価：Ａ 事業終了後もキャリアパス多様化支援を積極的に推進し、産業界との連携
(※Ａが最高)  が強固で、女性研究者支援等に幅広く取り組んでいる。

【目的】産業界に強く求められる産業牽引型人材育成のシステムの構築。

大阪府立大学（イノベーション創出若手研究人材養成）

【取組】・地域に根ざした公立大学として自然な流れで育まれた産業指向型人材育成手法を
システム化し、永続的に機能するイノベーション人材養成システムを構築

・「産学協同高度人材育成センター」を全学的取組の核と位置付け
・３つのプログラムを産学協同で策定・実施し、博士課程後期学生等を養成
・上記センターに産学の育成スタッフを配置し、企業との共同研究をコーディネート

事後評価：Ｓ 学長のリーダーシップの下、全学的取組、改革がなされた。特にバイオ系の養
成実績が高いことは評価。

【目的】高度な研究開発能力に加えて成果を実用化につなげるためのビジネスマイ
ンドを有する幅広い視野を持った博士を養成する。

信州大学（イノベーション創出若手研究人材養成）

【取組】・「イノベーション創発人材育成センター」を設置
・信州大学のみならず、信州産学官連携機構を通じた県内の連携大学や公的研究
機関、近隣県大学、繊維系大学などを対象に公募

・イノベーション基礎教育、共同研究討論会、企業等への長期インターンを実施

事後評価：Ｓ ４つのエリアに分散した拠点というハンディキャップがありながら、地方企業との
連携とともに全国にも広く企業を開拓したことは高く評価できる。

【目的】農学系博士を対象として、食糧、水資源、環境、感染症対策など21世紀
の重大な課題解決に対するイノベーション創出人材の育成を目標とする。

【取組】・他大学の学生、若手研究者等を含めて対象とするキャリアパス支援センターの設置
・農学を中心とした全国学生、若手研究者から公募選抜した者に、研修機会を付与
・研修を通じ、食糧、水資源、環境、人口、感染症対策など21世紀の諸問題に関
連する技術革新、産業創出、社会政策提言ができる優れた人材を育成し、アグロイ
ノベーションを創出

事後評価：Ｓ 農学系に絞って全国40大学のネットワークを形成したことは評価。

【目的】地域大学と連携しつつ企業と協働して、産業界で次世代イノベーション創
出を担う若手博士研究者育成のための実地型育成システムを構築する。

北海道大学（イノベーション創出若手研究人材養成）

【取組】・国内外の企業でのインターンを中心とする実地型の育成プログラムを実施
・若手人材と産業界の相互理解を促しつつ、個々の能力を社会の多様な活動に結
びつける能力と自信を持った博士人材の養成

・地域大学や企業と協働して事業を推進

事後評価：Ｓ プログラム全体を既存の仕組みと上手く連携し、理論的かつ階層的に構築。
特に、ライフサイエンス人材の異分野への活用を見いだしたことは高く評価。

【目的】高度人材育成センターを設置し、カリキュラム整備、企業へのキャリアパ
ス構築等を行い、それらの基盤となる組織整備を行う。。

群馬大学（ポストドクター・キャリア開発事業）

【取組】・「高度人材育成センター」を設置
・事前スクーリング、長期インターン、企業との交流、研究主宰者の意識啓発などを行
い、ポスドクのうち企業内での様々な業務に対応できる人材を養成

・博士後期課程学生にも意識改革を行うため、カリキュラムを改編し、事前スクーリン
グ内容の一部単位化、インターンへの参加を促進

中間評価：Ｓ 地方総合大学で小規模ながら着実に成果が出ているとは評価できる。

出典：各大学からの事業成果報告書、及び各大学の取組の事後評価書を基に文部科学省作成

図39 これまでの博士人材のキャリアパス多様化に関する施策の補助期間終了後の取組例
（「イノベーション創出若手研究人材養成」事業終了後の取組例※）

構築した産学等のカリキュラム 長期インターンシップ
PD・DC、教員、企業等への広報活動

（シンポジウム、セミナー、企業等とのマッチ
ング会など）

東京農工
大学

○「イノベーション推進特別講義Ⅰ～Ⅲ」
対象者：大学院博士課程学生
受講者数：30名程度、座学、正規科目

○「起業家意識醸成プログラム」
対象者：国内外の学生他
受講者数：3年間で250名、座学、自由受講

○「国際インターンシップⅠ・Ⅱ」
対象者：リーディング大学院生、インターンシップ他、正規科目

【人数】１０名以上／年、
【期間】２ヶ月以上を原則とする、
【経費等】
科学技術人材育成のコンソーシアムの構築

事業補助金、リーディングプログラム事業補
助金、大学自己負担経費

・リーディングシンポジウム
・実践型研究リーダー養成事業シンポジウム、
・ＥＤＧＥセミナー
・各事業成果報告会 他

大阪府立
大学

○「イノベーション創出型研究者養成ⅠおよびⅡ，Ⅲ
（全学博士後期，正規科目 単位化）

○イノベーション創出型研究者養成
（理系3研究科博士前期課程，正規科目 単位化）

対象者・受講者
博士後期 H26年度単位取得者数 I: 7名，II: 35名，III: 6名
博士前期 H26，27年度単位取得者数

26年度: 364名，27年度: 431名
※PDについては，雇用状況に合わせ受講させる。長期インターンシップ前には派
遣前講座を全員に実施。

【人数】（H25年度）PD5名、DC2名
（H26年度）PD4名、DC6名
（H27年度）PD6名（8月末現在）、DC1名（12
月末現在）
【期間】3か月
【経費等】
PD：ポストドクキャリア開発事業と自主経費
により給与支給／DC：自主経費により経費
を支弁（給与支給はなし）

・インタラクティブマッチングを大阪市立大学、兵
庫県立大学と年3回共同開催。（DC学生も参加）

その他、EDGE事業や博士課程教育リーディン

グプログラムの主催で開催するシンポジウム、
ワークショップ等の場でも参加する企業に対し広
報活動を随時実施

北海道
大学

○「キャリアマネジメントセミナー」
対象者：MC・DC・PD
受講者数：約300名 単位化：2単位 全15コマ

○「ビジネスマナー」
対象者：MC・DC・PD 受講者数：約70名 単位化：無し

○「ビジネスコミュニケーション」
対象者：DC・PD 受講者数：約20名 単位化：無し

○「プレゼンテーション」
対象者： DC・PD 受講者数：約15名×3 単位化：無し

【人数】（H26年度）DC5名、PD1名／（H27年
度）DC3名（H27.8月現在）、PD1名（予定）
【期間】１～３ヵ月
【経費等】

企業、自主経費、文科省補助金（受入先企業
及び実施期間により異なる）

・若手人材育成シンポジウム
「シンフォスター2015（H27.2.3）」～連携型博士
研究人材総合育成システムの構築について～
「シンフォスター2016（H28.1.28）」～博士キャリ
ア開発プラットフォームのグローバル化
・企業とのマッチングの会：
赤い糸会（H26.9.26、H26.12.9、H27.2.18、
H27.6.19、H27.12.8、H28.2.18）
※北海道大学が幹事校となり東北大学、名古屋大学にも展
開されている。

信州
大学

○イノベーション基礎講義
・知財管理（2単位 博士課程学生正規科目）
・ビジネススキル教育 ・国際ビジネスマナー
・安全教育 ・MOT論 ・プレゼンテーション指導

【人数】平成27年度 DC3人（調整中） ・企業とのマッチング会
学生12名のショートプレゼンテーションとポスター
発表（H26.9.11）
学生25名のショートプレゼンテーションとポスター
発表（H27.9.15）

※「科学技術戦略推進費及び科学技術振興調整費による実施プログラムにおけるプログラム評価について（報告書）」（H28.2)作成のためのアンケート調査を基に文部科学省にて作成
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図40 卓越研究員事業 概要

優秀な研究者の新たなキャリアパスを提示することにより、不安定な雇
用によって、新たな研究領域に挑戦し、独創的な成果を出すような若手
研究者の減少を防ぎ、若手を研究職に惹きつける。
産学官の様々な研究機関における研究者の活躍を促進することにより、
分野、組織、セクター等の壁を越えた人材の流動性を高め、急速な産
業構造の変化への対応を図る。
「第４次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチブ」を受け、ＡＩ、ＩｏＴ、
ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ等の分野における若手研究者の活躍を促進する。
国立大学については、「国立大学経営力戦略」等に基づく自己改革を
基盤として、若手研究者が活躍できる環境を整備する。

卓越研究員

ピアレビュー、
候補者決定（※２）

若手研究者が「卓越研究員」に申請

希望が一致した
機関での雇用

趣旨

○研究領域 ： 自然科学、人文・社会科学の全分野
○人 数 ： １００名程度（平成２９年度新規分）
○受入機関 ： 国公私立大学、国立研究開発法人、民間企業等
○支援内容 ： 1人当たり研究費：年間６百万円程度（２年間）

研究環境整備費：年間２～３百万円程度（５年間）
※人文・社会科学系は、それぞれ３分の２程度の額を支援予定

※その他、審査等経費を計上。

概要

受入れ希望機関が
ポストを提示(※１)

受入れポストの
一覧化公開

国・JSPS

制度概要

指定国立大学法人

特定国立研究開発法人

民間企業

大学

卓越大学院（仮称）

※１．受入れポストの主な要件
・学長等のリーダーシップに基づき、受入れ希望機関の将来構想に基づく
ポストであって、 若手研究者の自立的な研究環境が用意されていること

・年俸制（無期）、又は当初の雇用期間が５年程度（民間においては３年程
度）かつ当該期間後のテニュア化等の条件を明示していること 等

※２．産学官の研究機関で活躍し得る意欲や柔軟性を有し、新たな研究領
域の開拓等を実現できるような者を選定。

国公私立大学

国立研究開発法人

○第５期科学技術基本計画（抄）（平成28年1月22日閣議決定）
優れた若手研究者に対しては、安定したポストに就きながら独立した自由な研究

環境の下で活躍できるようにするための制度を創設し、若手支援の強化を図る。
○日本再興戦略2016 （-第４次産業革命に向けて-）（抄）（平成28年6月2日閣議決定）

優れた若手研究者が安定したポストと自由な研究環境で活躍できることを可能に
する卓越研究員制度については、（中略） 制度を着実に推進する。

《卓越研究員》
・ 新たな研究領域に挑戦するような若手研究者が、安定かつ自立 して

研究を推進できる環境を実現
・ 全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し得る若手研究者の

新たなキャリアパスを開拓

図41 卓越研究員事業における一覧化公開ポストの状況（平成28年度）

（件数）

総合
(※) 人文学 社会

科学
数物系
科学 化学 工学 生物学 農学 医歯薬

学 計

大学 (63機関） 44 6 12 20 19 29 9 22 29 190 

大学共同利用
機関 (2機関） 1 1 0 2 0 0 0 0 0 4

国立研究開発
法人 (3機関) 11 0 0 2 3 10 0 0 0 26

企業 (23機関) 28 0 5 4 9 38 3 2 7 96

一般財団法人
(1機関) 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

計（92機関） 84 7 17 28 31 77 12 24 37 317

※「総合」とは、８つの分野（「人文学」から「医歯薬学」まで）のうち、複数の分野に関連するもの（情報学フロンティア、環境創成学、
健康・スポーツ科学など）。 なお、上表では、分野を「指定しない」 ポスト（１件）についても、「総合」に含めて集計している。

一覧化公開ポスト数：３１７件
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図42 卓越研究員事業への申請状況（年齢別）（平成28年度）

申請者数：８４９名
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※申請年齢の要件は、平成 29 年４月１日現在、40 歳未満（ただし、臨床研修を課された医学系分野においては
43 歳未満）の者。

（人）

（歳）

申請者の志向状況（件数ベース）＜計 １，９７２件（８４９名）＞
提示ポスト数（件数ベース）

＜計 ３１７件＞

190
60%

4
1%

27
9%

96
30% 1,576 

80%

86 
4%

202 
10%

108 
6%

大学

大学共同利用機関

国立研究開発法人等

企業

※志向状況は、申請の段階で、卓越研究員候補者となった場合、機関と個別調整を行うことを検討しているポストを最大３件まで記載を求め、その結果を集
計したもの（延べ数）。「志向状況（件数ベース）」のグラフは、個別調整を検討しているポストの数を機関種別に示したもの。

329
81%

10
2%

44
11%

25
6%

大学

大学共同利用機関

国立研究開発法人等

企業

候補者の志向状況（件数ベース）＜計 ４０８件（１７６名）＞

図43 卓越研究員事業におけるポスト提示機関と申請者等の志向の比較（機関種別）（平成28年度）
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図44 卓越研究員事業におけるポスト提示機関と申請者等の志向の比較（分野別）（平成28年度）

84
26%

7
2%

17
5%

28
9%31

10%

77
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4%
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2%342

17%230
12%171

9%

297
15%

216
11%

142
7% 総合

人文学

社会科学

数物系科学

化学

工学

生物学

農学

医歯薬学

提示ポスト数（件数ベース）

＜計 ３１７件＞

申請者の志向状況（件数ベース）＜計 １，９７２件（８４９名）＞

候補者の志向状況（件数ベース）＜計 ４０８件（１７６名）＞

83
20% 12

3%
17
4%

58
14%
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10%
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14%
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18%

27
7% 40

10%
総合

人文学

社会科学

数物系科学

化学

工学

生物学

農学

医歯薬学

※志向状況は、申請の段階で、卓越研究員候補者となった場合、機関と個別調整を行うことを検討しているポストを最大３件まで記載を求め、その結果を集
計したもの（延べ数）。「志向状況（件数ベース）」のグラフは、個別調整を検討しているポストの数を分野別に示したもの。

図45 博士課程教育リーディングプログラム

国内外の多様なセク
ターから第一級の教員
を結集した密接な指導

体制

産・学・官の参画による
国際性・実践性を備えた

現場での研究訓練

専門の枠を超え、知の
基盤を形成する体系的
教育と包括的な能力評

価

優秀な学生が切磋琢磨
しながら、主体的・独創

的に研究を実践

明確な人材養成像を設定。博士課程前期・後期一貫した世界に通用する質の保証された学位プログラムを構
築
国内外の多様なセクターから第一級の教員・学生を結集した密接な指導体制による独創的な教育研究を実施
世界に先駆け解決すべき人類社会の課題に基づき、産・学・官がプログラムの企画段階から参画。国際性、
実践性を備えた研究訓練を行う教育プログラムを実施

専門分野の枠を超え俯瞰力と独創力を備え、広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーの養成

修了者のキャリアパス、博士が各界各層で活躍していく好循環を確立

リーディング大学院

入試

リーダーとしての質を保証
博士論文

研究計画書審査

プログラムの企画段階から産・学・官が参画

大学
国際
機関

行政
機関

企業
研究
機関

コースワーク

研究指導

分野を超えた研究室ローテーション等

コースワーク

基礎的能力の包括的審査

専攻分野の選択

専門基礎教育

入試

研究指導

修士論文

博士論文

研究指導

講座・
研究室

入試

従来の博士課程教育 採択件数：33大学62件
補助期間：最大7年間

在籍学生数：約3,500人
（平成28年3月時点）
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具体的取組例（東京工業大学「環境エネルギー協創教育院」（平成２３年度採択課題）

■特色ある取組

異分野協創、産官学協創、国際連携協創の三
つの協創を軸に、効率的かつ機動的な修士・博士
の一貫教育を実施

■養成したい人材像
環境とエネルギーの両分野において

・高度な専門性を有し、

・時空間的にその形態を変えていく問題を複眼

的視点から判断できる俯瞰力

・的確かつ迅速な自立的課題抽出・解決力

・国際リーダーシップ力

を兼ね備え、イノベーションを牽引できる人材

ＥＤＧＥ ＩＮＮＯＶＡＴＩＯＮ ＣＨＡＬＬＥＮＧＥ
ＣＯＭＰＥＴＩＴＩＯＮ 2015（エッジコンペ）にて総合優勝

文部科学省の産業連携・地域
支援課の事業で大学における
イノベーション人材の育成を支
援する「グローバルアントレプ
レナー育成促進事業（EDGE
プログラム）」のアイデアコンペ
にて、東京大学、東京工業大
学、早稲田大学のプログラム
学生の混成チームが、社会人
等を押さえて総合優勝。

応募者252名より選抜された
13チーム61名が参加

（平成27年2月8日（日））

プログラム学生の成果

研究成果がNatureに掲載

実験のイメージ図

世界で初めて完全な光量子ビットの量子テレポーテーション
の実証に成功したという成果が、英国科学雑誌
「Nature」に掲載。

光量子ビットの量子テレポーテーションは、量子力学の原理を応用した新しいタイ
プの情報処理（量子情報処理）実現に向けた最重要課題の一つ。
従来の技術では、転送が成功したか判定するために量子ビットを測定する必要が
あり、かつ転送効率が低かったが、今回の研究成果により、転送後の成功判定測
定が不要で、これまでの100倍以上の高効率で転送することが可能となった。

これは、1997年に世界で初めて光量子ビットの光量子テレポーション装置が実現

されて以来の、究極的な大容量通信や超高速コンピューターの実用化へ突破口
を開く画期的成果である。

授賞式の様子

図46 博士課程教育リーディングプログラムの主な成果事例

図47 学校教育現場で活躍する博士人材①

出典：国立研究開発法人科学技術振興機構作成パンフレット「教育の最前線に立つ博士人材」- 55-



図48 学校教育現場で活躍する博士人材②

出典：国立研究開発法人科学技術振興機構作成パンフレット「教育の最前線に立つ博士人材」より

図49 「競争的研究費改革に関する検討会」中間取りまとめ
（平成27年６月24日文部科学省研究振興局）概要（抄）

（１）分野融合、国際展開などの「現代的要請」への対応

（２）産学連携の本格展開をめざした環境整備

（３）研究基盤の持続性の確保

（４）研究者がより有効に研究を進められるための環境整備

１．科学技術イノベーションを巡る状況認識

２．改革の方向性

知のフロンティアの急速な拡大と熾烈な国際競争のなかで、多種多様な知識や価値の創出と連携・融合、
オープンイノベーション重視への転換等が求められている。

その推進の鍵となる人材については、将来のキャリアパスを見通せない若手研究者が増加するなど、将来の
我が国の人材の質の低下が懸念される。

• 若手のキャリア形成に係る組織的取組につき、競争的研究費の審査を通じて確認するとともに、その取組
内容・実績を大学等が公表することが適切。その際、若手の延長雇用等の好事例について積極的な発信
を奨励。

• 大型の研究プロジェクトを主宰する研究代表者の研究マネジメント業務の負担等を考慮し、一定条件の下
で、当該研究代表者の人件費の一部について、研究費の直接経費から支出可能とすることが適切。

• これらは、大学改革の取組と整合的に実施されれば、若手人材を巡る環境改善等に資するものと考えら
れるので、文部科学省において全体として適切な仕組みを検討する必要。

３．改革の具体的方策

(2)若手研究者をはじめとする研究人材に対する支援の在り方の改善

maehashi-yuya
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若手の博士研究員が国内外において多様なキャリアパスを確立できるよう、文部科学省、公的研究機関や研究
代表者に対し、以下のような組織的な取組を行うことを求める。

１．文部科学省の公的研究費の公募要領等に反映する事項
①国内外の多様なキャリアパスの確保に向けた支援に積極的に取り組むよう記載する。各事業の申請書には、多様なキャリアパスを支援する活動

計画を記載することとし、審査の際に確認する。

②若手の博士研究員が行うキャリア支援方針に基づく活動の一部を、研究エフォートとして含めることができることを記載する。

③中間評価、事後評価でキャリア支援方針に基づく取組状況や若手の博士研究員の任期終了後の進路状況を報告させ、プラスの評価の対象とす

ることを記載する。

【定義】
本基本方針を適用する「若手の博士研究員」とは、以下の①から④までの全ての要件に該当する者をいう。
①文部科学省の公的研究費により公的研究機関に雇用される者。（プロジェクト雇用型のポスドク、特任助教等を想定）
②大学や企業等における安定的な職に就くまでの任期付の研究職にある者で、40歳未満の博士号取得者（満期退学者を含む）
③公的研究費を獲得した研究代表者又は研究分担者でない者。
④大学の教授・准教授の職にない者、独立行政法人等の研究機関の研究グループのリーダー・主任研究員に該当する職にない者。

図50 文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパス
の支援に関する基本方針(平成23年12月20日科学技術・学術審議会人材委員会)（抄）

２．公的研究機関に求められる取組
①研究機関の長が、若手の博士研究員の多様なキャリアパスの確保の支援に取り組む方針を公表する。

②若手の博士研究員の現状や任期終了後の進路状況を把握し、公表する。

③キャリア支援に関する専門的な職員・教員の配置、企業と協働した講義・セミナー、長期インターンシップ等の機会の提供、企業との交流会や研究

代表者等の意識改革などの取組を推進し、若手の博士研究員へ周知する。

④研究代表者に対し、多様なキャリアパスの確保に向けた支援を行うよう促す。また、人事評価や採用選考においても、若手の博士研究員に対する

キャリアパス支援の実績が評価されるよう配慮する。

３．研究代表者に求められる取組
①若手の博士研究員の任期終了後のキャリアパスについて意思疎通を図り、企業への就職を含めた多様なキャリアパスに挑戦できるよう配慮する。

②多様なキャリアパスを確保するための機関の取組への参加の推奨や、異分野も含めた研究活動への主体的な参加を推奨するなど、若手の博士

研究員自らが行う活動を支援する。

③若手の博士研究員の進路状況を、機関と協力して把握する。

図51 キャリア支援活動計画に係る公募要領例（戦略的創造研究推進事業研究提案募集要項（抄））

○ 「文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援に関する基本方針
～雇用する公的研究機関や研究代表者に求められること～」（平成23年12月20日 人材委員会）において、
公的研究費の公募要領等に反映することが求められている「キャリア支援活動計画」に関し、国立研究開発法人
科学技術振興機構の実施する戦略的創造研究推進事業の公募要領においては、以下のとおり記載。

戦略的創造研究推進事業研究提案募集要項（抄）
4.3.4採択された研究代表者および主たる共同研究者の責務等
(8) 研究費で雇用する若手の博士研究員を対象に、国内外の多様なキャリアパスの確保に向けた支援に積極的に取

り組んでください。面接選考会において研究費で雇用する若手博士研究員に対する多様なキャリアパスを支援する
活動計画について確認します。また、中間評価や事後評価において、当該支援に関する取組状況や若手の博士
研究員の任期終了後の進路を確認し、プラスの評価の対象とします。
※詳細は、「4.3.9その他留意事項」(103ページ)をご参照ください。

4.3.9その他留意事項
(2) 若手の博士研究員のキャリアパスについて

「文部科学省の公的研究費により雇用される若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援に関する基本方針」
(平成23年12月20日科学技術・学術審議会人材委員会)において、「公的研究費により若手の博士研究員を
雇用する公的研究機関および研究代表者に対して、若手の博士研究員を対象に、国内外の多様なキャリアパス
の確保に向けた支援に積極的に取り組む」ことが求められています。これを踏まえ、本公募に採択され、公的研究費
（競争的資金その他のプロジェクト研究資金や、大学向けの公募型教育研究資金）により、若手の博士研究員
を雇用する場合には、当該研究員の多様なキャリアパスの確保に向けた支援への積極的な取組をお願いいたしま
す。
また、当該取組への間接経費の活用も検討してください。詳しくは「4.3.4採択された研究代表者および主たる共

同研究者の責務等」(97ページ)および以下をご参照ください。
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/toushin/1317945.htm
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【事業の背景】

③その他、Webを活用した高度人材支援
企業インタビュー・体験談・セミナー等の情報掲載、自己分析ツール・能力開発教材の提供等

①ポータルサイトの継続運営
散在する人材ニーズや育成ノウハウなどを集約し、ワンストップで提
供することにより、高度人材の多様な場での活躍を支援

eラーニング教材
• 研究に必要な知識の取得
• キャリアパス開拓に必要な知識の取得
• 継続的なスキル向上

関連情報
• セミナー・イベント、研究助成金情報
• 支援プログラム/支援機関紹介 etc.

②関連機関との連携

コンテンツの充実
• 求人情報の収集カリキュラム、講義
• キャリア相談/各種ノウハウ etc.

求人情報等
コンテンツの

提供

成果の展開/
フィードバック

求人求職情報

キャリア支援コンテンツ
• ロールモデル
• 体験談、Q＆A etc.

博士活躍の好循環を実現！支援機関の拡大と成功事例の蓄積により、新たな活躍ステージを誘発

民間支援
事業者

民間企業
（中小企業）

博士人材DB海外
大学・関連団体

登録者情報の充実
• 博士人材DBとの連携

・研究者の流動性の向上と公募の透明性を図るため、研究者人材データベースを構築・運営。現在、ほぼ全ての
国公私立大学がJREC-IN Portalへ公募情報を登録しており、求人公募情報の件数は、開始当初に比して約3
倍(約1万7千件/年)となっており、一定の成果を出している。

・博士課程学生も含め博士人材に対するキャリアパスの開拓支援の継続的な必要性に加え、昨今では高度人材の
活躍の場が、研究以外の職種にも求められはじめており、キャリアパスの多様化に対応した支援が求められている。

【事業の概要】
科学技術イノベーション創出を担う博士課程の学生、ポストドクター、研究者及び技術者等の高度人材の活躍の
場の拡大を促進するため、産学官連携の下、キャリア開発に資する情報の提供と活用の支援を行う。また、博士人
材DBと連携することで、博士課程学生の段階から多様な情報の提供と活用の支援を行う。

図52 研究人材キャリア情報活用支援事業 目的・背景

※27年4月24日時点の求人会員11,232IDについて、同一機関
内のIDを機関ごとにまとめた結果、機関数は2,529機関

（参考）28年4月5日時点の求人会員11,104IDの機関種別内訳
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登録求人機関種別ごとのＩＤ登録状況（名寄せ無し）
国立大学

公立大学

私立大学

短期大学

高等専門学校

専門学校（専修学校専門課程）

その他教育機関

大学共同利用機関法人・独立行政法人・

国立研究機関・省庁等
公設試験研究機関・地方自治体等

特殊法人・認可法人

公益法人

民間企業

海外研究機関

国際機関

その他機関

3.3% 3.3%

22.2%

10.5%

2.2%
8.8%

5.3%

6.2%

6.0%0.5%

6.0%

17.2%

4.3%
0.6% 3.7%

登録求人機関種別ごとのＩＤ登録状況（名寄せ済み）
国立大学

公立大学

私立大学

短期大学

高等専門学校

専門学校（専修学校専門課程）

その他教育機関

大学共同利用機関法人・独立行政法人・国立研

究機関・省庁等
公設試験研究機関・地方自治体等

特殊法人・認可法人

公益法人

民間企業

海外研究機関

国際機関

その他機関

図53 JREC-IN Portalにおける登録求人機関の属性

○ＪＲＥＣ－ＩＮ Ｐｏｒｔａｌを利用する機関に占める機関種別の割合は、大学が最も多く、民間企業は２
割に満たない。
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テキスト ボックス
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(c) NISTEP 2016

各大学

対象者

初期登録
・基本情報
・課程在籍時の情報

課程修了時の入力
・課程在籍時の情報（振返り）
・5月1日時点での進路情報

課程修了後の入力
・修了後、キャリア情報を随時登録

(毎年11月に更新要否確認）

データ連携

researchmap

科学技術振興機構
国立情報学研究所

博士課程
在籍時

JREC-IN
Portal

博士課程
修了時

民間企業に就職
・海外へ移動
・非研究開発職

国内の大学・公的
研究機関で研究開発職

連携・協力

文部科学省・NISTEP

博士人材DB（JGRAD）

登録者本人もしくは大学による入力
（基本情報、在籍時情報、進路情報）

登録者本人による入力
（キャリア情報）

• データベース型のWEBサイト
• データは通常非公開
• 情報提供等のインセンティブに
よりデータ入力を促進

• アンケート機能等により、追加
の情報取得を行うことが可能

• 博士人材のキャリア構築支援等
にも活用可能

各大学

2014年度以降の博士課程修了者（年間約15,000人修了）を登録対象者とし、修了者個人が
自身の属性やキャリア情報を入力・更新する進路追跡システム。日本語/英語での入力が可能

図54 博士人材データベース（JGRAD）の概要
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科学技術・学術審議会 第８期人材委員会 委員名簿 
 

 

主査      宮 浦 千 里   東京農工大学副学長・工学研究院教授 

主査代理  宮 田   満   日経 BP 社特命編集委員 

大 島 ま り   東京大学大学院情報学環教授・生産技術研究所教授 

  勝   悦 子   明治大学副学長（国際交流担当）・政治経済学部教授 

川 端 和 重   北海道大学理事・副学長 

五 神   真   東京大学総長 

隅 田   学   愛媛大学教育学部教授・愛媛大学附属高等学校副校長 

高 橋 修一郎   株式会社リバネス代表取締役社長ＣＯＯ 

千 葉 和 義   お茶の水女子大学基幹研究院自然科学系教授 

塚 本   恵   キャタピラージャパン株式会社執行役員、渉外・広報室長 

長 瀬 公 一   東レ株式会社研究・開発企画部主席部員 

西 澤 真理子   株式会社リテラシー（リテラジャパン）代表取締役 

  林   隆 之   独立行政法人大学改革支援・学位授与機構研究開発部教授 

森   郁 恵   名古屋大学大学院理学研究科教授 

渡 辺 美代子   国立研究開発法人科学技術振興機構副理事 

（敬称略） 

 

 

平成２９年１月１６日現在  
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審議経過 

（第８期人材委員会（Ｈ27.2.24～Ｈ29.2.14）） 

 

平成２７年 

   ４月２１日（火）第７２回人材委員会 

           ○議事運営等について 

           ○科学技術イノベーション人材育成の在り方について 

           ○次世代人材育成検討作業部会の設置について 

  

※ ５月下旬から８月上旬にかけて、次世代人材育成検討作業部会を計４回開催し、「次世代

の科学技術イノベーション人材育成について（これまでの検討の整理）」を取りまとめ。 

 

   ８月２０日（木）第７３回人材委員会 

           ○次世代人材育成検討作業部会における検討状況について 

           ○科学技術イノベーション人材育成の在り方について 

 

  １２月１４日（月）平成２７年度文部科学省科学技術人材育成費補助事業シンポジウム 

（テーマ：科学技術人材育成 これまでの 10 年、これからの 10 年 

人材育成について多様な立場から考える） 

平成２８年 

   ２月 ２日（火）第７４回人材委員会 

           ○平成２８年度予算案（「科学技術イノベーション人材の育成・確保」関係 ）について 

           ○平成２７年度科学技術人材育成費補助事業シンポジウムについて 

           ○科学技術イノベーション人材育成の在り方について 

 

７月１３日（水）第７５回人材委員会 

           ○博士人材の産学を越えた活躍促進について（論点整理（素案）） 

           ○次世代の科学技術イノベーション人材育成について 

 

    ※ ８月下旬から１０月中旬にかけて、委員打合せを計４回開催し、「博士人材の社会の多

様な場での活躍促進について（これまでの検討の整理（素案））」を作成。 

 

  １１月２４日（木）第７６回人材委員会 

           ○博士人材の社会の多様な場での活躍促進について 

           ・これまでの関連する取組の実施状況について 

           ・「これまでの検討の整理（素案）」について 

 

  １２月 １日（木）平成２８年度文部科学省科学技術人材育成費補助事業シンポジウム

（テーマ：博士人材の社会の多様な場での活躍促進） 

 

平成２９年 

   １月１６日（月）第７７回人材委員会 

           ○平成２９年度予算案（「科学技術イノベーション人材の育成・確保」関係 ）について 

○平成２８年度科学技術人材育成費補助事業シンポジウムについて 

○博士人材の社会の多様な場での活躍促進について 

           ・「これまでの検討の整理（案）」について 
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